
令和７年度２月補正予算案 

 

Ⅰ 規 模  

一 般 会 計 （債務負担行為 １７４億 ２，３９７万円） 

特 別 会 計（債務負担行為   １３億 ６，１２０万円 

企 業 会 計 （債務負担行為 １５９億 ２，００７万円 

総       額           ３４７億   ５２４万円 

 
 

Ⅱ 補正予算案の概要  

 

１ 一般会計補正予算案   １７４億２，３９７万円 

     

（１）物価高から市民生活や企業活動を広く支える    １６億３，６６６万円 

 

ア 地域公共交通おでかけ支援事業 

５億４，５００万円 

物価高の影響を受ける生活者への支援として、バス・モノレール等の公共交通機

関の１日フリー乗車券やプレミアム付タクシー券の購入支援等に要する経費。 

 

イ 中小企業賃上げ・雇用安定化サポート事業       ６，０００万円  

物価高や賃金上昇により経営が厳しい中小企業に対する、国の業務改善助成金へ

の上乗せ補助や奨励金の支給に要する経費。 

 

ウ 物価高騰に立ち向かう中小企業等に対する生産性向上支援助成金  

２億円 

物価高の影響により厳しい経営環境にある中小企業等が行う、省エネ投資や効率  

化・高収益化、DX 強化等、生産性向上に向けた取組への支援に要する経費。  

 

エ 福祉サービス事業所、保育所、児童養護施設等への光熱費等支援事業       

                ８億３，１６６万円 

福祉サービス事業所等における利用者への継続的なサービス提供体制を確保す

るため、光熱費等の高騰による負担を軽減するための支援に要する経費。  

 

 

 

 

 

 



（２）国の補正予算を活用した公共インフラの整備  ６１億９，４１０万円 

 

ア 学校体育館エアコンパイロット整備事業（中学校・特別支援学校）  

 ２億６，２００万円 

中学校及び特別支援学校（3 校）の体育館における、エアコン設置工事に要する 

経費。 

 

イ 学校トイレ洋式化１００％大作戦（小・中学校） 

 １２億４，３３９万円 

小・中学校（３０校）のトイレ洋式化に要する経費。 

 

ウ 学校施設老朽化対策事業（小・中学校） ２７億３，２６８万円 

小・中学校（１２校）の大規模改修及び外壁・屋上防水改修工事に要する経費。 

 

エ グラウンド改修事業（小・中学校） １億５，２１０万円 

小・中学校（６校）のグラウンド改修工事に要する経費。 

 

オ エアコン更新事業（小・中学校）         １億２，５６３万円 

小・中学校（9 校）のエアコン更新工事に要する経費。 

 

カ 埋設給水管・消火管改修事業（小・中学校） １億  ８３７万円 

小・中学校（5 校）の埋設給水管・消火管改修工事に要する経費。 

 

キ 学校施設エレベーター設置事業（中学校）   ▲１，６８１万円 

国の内示状況に合わせ、中学校のエレベーター設置事業の増額補正 

（＋３，８１０万円）及び減額補正（▲５，４９１万円）を行うもの。 

 

ク 学びの多様化学校開校準備事業 ２億６，７３０万円 

不登校の中学生の多様な学習機会を確保するため、「学びの多様化学校」開校  

（令和９年４月予定）に向けた、教育センター（八幡西区相生町）の一部改修に  

係る工事に要する経費。 

 

ケ 道路・街路事業   ▲５億８，８４９万円 

国の内示状況に合わせ、道路・街路の整備事業の増額補正（＋５億７，４２３万

円）及び減額補正（▲１１億６，２７２万円）を行うもの。 

 

コ 河川改修事業                  ２億２，７５１万円         

浸水対策を推進するため、紫川の整備等に要する経費。 

 

サ 公園事業      ▲１億５，４１８万円 

国の内示状況に合わせ、公園の整備事業の減額補正を行うもの。  

 

シ 市営住宅整備等事業   １３億１，４６０万円 

市営住宅の集約建替え及び維持管理等に要する経費。 



 

ス 土地区画整理特別会計繰出金   ▲５，１００万円 

国の内示状況による、旦過土地区画整理事業及び折尾土地区画整理事業の補正に

伴い、土地区画整理特別会計への繰出金の減額補正を行うもの。  

 

セ 港湾施設整備事業   ５億７，１００万円 

国直轄事業における新門司地区及び西海岸地区の港湾整備に要する経費。 

 

 

（３）保育士等の人件費引き上げや福祉サービス等の利用者増への対応      

         ４２億７，２８４万円 

 

ア 施設型給付（保育所）             ２６億５，８００万円 

地域型保育給付（小規模保育、事業所内保育）      ９，４２４万円 

人事院勧告を踏まえた保育所等に従事する職員の人件費の引き上げ等に伴う保

育に係る費用の増加に要する経費。 

 

イ 児童養護施設等措置費              ６億６，２００万円 

人事院勧告を踏まえた児童養護施設等に従事する職員の人件費の引き上げ等に

伴う措置費の増加に要する経費。 

 

 

ウ 障害福祉サービス等関連事業           ５億４，３００万円 

サービス利用者の増加等に伴う経費。 

 

エ 精神通院医療費                 １億８，４００万円         

精神疾患を有する方の精神障害による通院等に係る医療費の増加に伴う経費。 

 

オ 健康診査                      ４，７００万円 

医療機関や区役所、市民センター等で実施している健康診査のうち、がん検診  

等の受診者の増加に伴う経費。 

 

カ 母子健康診査                    ８，４６０万円 

妊婦や乳幼児の健康増進を目的とした健康診査の受診者の増加に伴う経費。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（４）その他 ５３億２，０３７万円 

 

ア 基金への積立 ３５億４，０４８万円 

財政調整基金、公債償還基金、都市高速鉄道等整備基金等について、決算剰余金  

の一部や基金運用益等を積み立てるもの。 

 

イ 生活保護費追加給付 ２０億円 

国の最高裁判決に伴う生活保護費の追加給付に要する経費。 

 

ウ 新門司グラウンドのスポーツ交流拠点整備支援に向けた基金積立  

８，０００万円 

スポーツ交流拠点整備に向けた支援のために、企業版ふるさと寄附金を活用し、

基金に積み立てるもの。 

 

エ 教育環境の整備や体験活動の充実等に向けた基金積立  ２，０１０万円 

教育環境の整備や体験活動の充実等のために、企業版ふるさと寄附金を活用し、

基金に積み立てるもの。 

 

オ 潜在保育士の保育所再就職・復帰支援貸付金交付事業    ５９９万円 

保育人材を確保するため、潜在保育士（離職中の保育士資格取得者）に対する、 

保育所への再就職準備金等の貸付に要する経費。  

 

カ 工場維持管理事業   ▲２億円 

市況変化によるコークス価格低下及びごみ焼却量の減少により維持管理経費の

減額補正を行うもの。 

 

キ 上水道事業会計繰出金   ▲１億２，６２０万円 

国の内示状況による、上水道事業の補正に伴い、上水道事業会計への繰出金の減

額補正を行うもの。 

 

（５）財源補正                    ２５億４，５７０万円 

         

堅調な企業収益による法人市民税の増収などが見込まれるため、市税等の増額

補正を行うとともに、地方交付税の額の決定等に伴い、年度末の所要財源の整理と

して財源補正（地方交付税の増額、財政調整基金繰入金の減額）を行うもの。 

また、響灘東地区の分譲市有地（旧国有地）の処分（売却）について、土地の処

分時期が令和８年度となる見込みであるため、令和７年度予算に計上した土地売

払収入の減額補正を行うもの。 

・市税             （財源補正額  ＋２３億円） 

・利子割交付金         （財源補正額  ＋２億円） 

・地方消費税交付金       （財源補正額  ＋２０億円） 

・地方交付税          （財源補正額  ＋６５億８，０１２万円） 

・財政調整基金繰入金      （財源補正額  ▲５６億５，２４２万円） 

・土地売払収入         （財源補正額  ▲２８億８，２００万円） 



（６）２月補正予算案の規模と財源内訳（一般会計）            

 

２月補正予算案計上額（一般会計）           １７４．２億円 
 
 【財源内訳】 

  国県支出金                       ８０．１億円 

  地方債                         ４３．３億円 

  その他特定財源（基金運用収入等）            １６．１億円 

一般財源（市税、地方交付税等の増額補正分及び令和６年度決算剰余金等）      

    ３４．７億円 

 

                内訳・市税              ２３．０億円 

・利子割交付金           ２．０億円 

・地方消費税交付金       ２０．０億円 

・地方交付税          ６５．８億円 

・令和６年度決算剰余金    ８．９億円 

・財政調整基金等     ▲５６．２億円 

・土地売払収入     ▲２８．８億円  

 

 

２ 特別会計補正予算案 １３億６，１２０万円 

 

（１）国民健康保険特別会計 １７億８，２００万円 

 

不足が見込まれる保険給付費の増額及び令和６年度実績の確定に伴い超過交付とな

った普通交付金等の返還に要する経費。 

 

（２）土地区画整理特別会計 ▲４億２，１８０万円 

 

国の内示状況に合わせ、旦過土地区画整理事業の増額補正（＋２億８，７２０万円）

及び折尾土地区画整理事業の減額補正（▲7 億 900 万円）を行うもの。 

 

（３）港湾整備特別会計 １００万円 

 

港湾整備事業基金の運用益を積み立てるもの。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



３ 企業会計補正予算案                       １５９億２，００７万円 

 

（１）上水道事業会計                  ６億９，８１８万円 

 

水道管の耐震化及び行橋市・苅田町への送水管の整備に要する経費。  

 

（２）下水道事業会計                 １４億５，２８９万円 

 

下水道施設の地震対策及び改築更新等に要する経費。 

 

（３）公営競技事業会計               １３７億６，９００万円 

 

モーターボート競走事業において、舟券発売が好調なことから、当初を上回る発

売額が見込まれるため、払戻金及び関連経費の増額補正を行うもの。  

 

 

３ 繰越明許費  ２７８億８５５万円 

 

道路、河川、街路事業などにおいて、関係者との調整等に日時を要したことや、本

補正予算成立後の発注となり、適正な工期を確保できないなどの理由により、年度内

の事業の執行ができない見込みのものについて、278 億 855 万円を繰り越すもの。 

 

 

 ※表示単位未満四捨五入の関係で積み上げと合計が一致しない場合がある。  

 

 


